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1.ごあいさつ 
 

日頃より、スターツ少額短期保険株式会社をお引き立て賜り、誠にありがとうございます。 

当会計年度における国内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、ワクチン

接種の普及や緊急事態宣言解除に伴う経済活動の再開に持ち直しの動きが見られるものの、ロシ

アによるウクライナ侵攻等に伴う原材料価格の上昇や金融資本市場の変動等、先行きは依然とし

て不透明な状況が続いております。 

当社が対象としている賃貸不動産市場は、長引くコロナの影響が懸念されましたが、2022 年度末

時点で当社代理店は 236 社 404 店舗となり、収入保険料は前期比 110.3％の 1,180,618 千円を計

上することができました。特にピタットハウスフランチャイズ代理店が対前期比 123.0％の伸びを示

し、全社の業績に大きく貢献しました。 

 これもひとえに、当社保険にご加入いただきましたお客さま、当社代理店の皆さま、関係取引先の

皆さまのご支援の賜物でございます。心より御礼申し上げます。 

賃貸入居者総合保険 「住まいぷらす」は不動産グループが創った家財保険として賃貸管理業の

運営サポート、お客様の手続きストレス軽減、無保険状態の撲滅を推進していきます。 

 そして 2023 年 4 月には社名を「スターツ少額短期保険株式会社」とし、スターツグループ企業の

一員であることをより明確にしました。今後はグループ連携力を活かした新たなサービスや付加価

値の高い商品をお客様に提供して参ります。 

 今後も、社員一同がスターツグループの企業理念である「人が、心が、すべて。」を胸に、感謝の気

持ちを忘れることなく、社会にある課題を解決する少額短期保険業者として歩み続けます。 

引き続き、変わらぬご支援とご愛顧を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

2023 年 7 月 

スターツ少額短期保険株式会社 
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2.グループ概要 
 

当社企業グループにおきましては、土地有効活用、不動産仲介・管理を中心とするストック型収益

積層ビジネスを軸に、「総合生活文化企業」として地域に根差し、皆様の暮らしに末永くお役に立て

るサービス・商品をワンストップで提供するとともに、法人取引の拡大も図りながら、景気に左右され

ない安定収益基盤づくりに努めてまいりました。 

 2023 年 3 月末現在、安定収益基盤となります不動産管理物件数は、住宅 876,231 戸、駐車場

164,146 台、ビル・施設管理件数は 2,585 件となっております。不動産営業店舗「ピタットハウス」は

全国 648 店舗、高齢者支援・保育施設につきましては、121 事業所を運営しております。 

海外拠点におきましては、2023 年３月末現在で世界 21 カ国、34 都市（国と地域を含む）におい

て、海外進出を図る日本企業のオフィスや駐在員の社宅の仲介、工場等の売買仲介、レンタルオフ

ィス・サービスアパートメント・ホテルの運営等、各国のニーズに合わせたサービスの提供を行ってま

いりました。 

当連結会計年度の業績は、建設事業におきましては概ね予定どおり工事は進捗し、賃貸仲介事

業及び不動産管理事業におきましては管理物件数の増加に伴う仲介手数料、管理手数料収入が

増加、売買仲介事業におきましても仲介手数料が堅調に推移いたしました。出版事業におきまして

は「鬼の花嫁」シリーズを始め、引き続き書籍や電子書籍の販売が好調に推移し、新型コロナウイ

ルス感染症の行動制限緩和に伴い「オズのプレミアム予約」も少人数での予約を中心に利用件数

が復調してまいりました。ホテル・レジャー事業におきましては行動制限緩和によって各施設の需要

も徐々に回復してまいりました結果、売上高は 2,338 億 71 百万円（前期比 19.0％増加）、営業利益

は 280 億 95 百万円（前期比 16.2％増加）、経常利益は 300 億２百万円（前期比 16.3％増加）となり

ました。 

 今後におきましても、世の中の常識や価値観が大きく変化する中で、様々な局面にも柔軟に対

応しながら、新たなサービス・商品の提供にも積極的に取り組んでまいります。そして、創業以来変

わることのない『人が、心が、すべて。』の理念のもと、感謝の気持ちを忘れることなく、これまで通り

ヒューマニズムに富んだ人財育成とグループガバナンスを徹底させた組織づくりに努め、地域・社会

とともに一歩一歩、永続的に発展できる企業体を志向してまいります。 
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3.会社の概況および組織に関する事項 
 

１．会社概要     （2023 年 3 月 31 日現在） 

 名  称   スターツ少額短期保険株式会社 

 設  立  2015 年 7 月 1 日 

 資 本 金  2 億円 

 役  員  代表取締役  渡邊  貞夫 

     取締役    熊谷 正博 

     取締役    齋藤  太朗男 

     取締役    荻原  宏次 

     取締役    早川   哲 

     監査役    村松 久行 

 

 役 職 員 数 13 名（※派遣社員を含まず） 

 所 在 地  〒134-0088 

     東京都江戸川区西葛西 3-22-21 ＫＹＵビル 4 階 

     TEL 03-6777-3104  FAX 03-6777-3129 

 株  主  スターツ証券株式会社(出資比率 100％） 

     （みなし株主 ： スターツコーポレーション株式会社） 

 事 業 内 容  ・保険業法で定める少額短期保険業およびこれに付随する業務 

     ・他の少額短期保険業者または保険会社（外国保険業者を含む）の保険 

       業に係る業務の代理または事務の代行 

・他の少額短期保険業者または保険会社の委託を受けて行う保険の募集 

・前各号の他、保険業法その他の法律により少額短期保険会社が行うこ 

  とができる業務 

 

２．沿    革  2015 年 7 月  スターツ証券株式会社の 100％出資会社として 

          スターツ少額短期準備株式会社設立（資本金２億円） 

     2016 年 3 月  保険業法に基づく少額短期保険業者の登録 

          （関東財務局長（少額短期保険）第 69 号） 

          住まいぷらす少額短期保険株式会社へ商号変更 

     2016 年 4 月  賃貸入居者総合保険（住まいぷらす）販売開始 

     2018 年 9 月  家賃補償総合保険（大家さんの安心ぷらす）販売開始 

     2023 年 4 月  スターツ少額短期保険株式会社へ商号変更 
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３．経営の組織 （2023 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．株式の状況 

 （1）株式数 

   発行可能株式総数：16,000 株 

   発行済株式の総数：  4,000 株 

 

（2）株主数 

  1 名 

    株主名：スターツ証券株式会社 

         （みなし株主 ： スターツコーポレーション株式会社） 

         

       所有株式数：4,000 株  持株比率：100％ 

 

５．役員の状況 
 

     

役名 氏名 主な兼務先

代表取締役 渡邊　貞夫
スターツ信託株式会社　非常勤取締役
スターツ証券株式会社　非常勤取締役

取締役 熊谷　正博

取締役 齋藤　太朗男
スターツコーポレーション株式会社　専務取締役
スターツピタットハウス株式会社　代表取締役社長

取締役 荻原　宏次 スターツ証券株式会社　管理本部長

取締役 早川　哲 ピタットハウスネットワーク株式会社　代表取締役社長

監査役 村松　久行 スターツコーポレーション株式会社　取締役

経営会議

経営管理本部

営業部 業務部 管理部

支払審査委員会

コンプライアンス・リスク管理委員会

営業本部

株主総会

取締役会

代表取締役

監査役

保険計理人

監査部
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4.主要な業務の内容 
 

１． 取扱商品 

当社は、少額短期保険業者として、次の商品を取扱っています。 

  

『賃貸入居者総合保険 （住まいぷらす） 』  

＜商品の概要＞ 

賃貸住宅に必要な補償（家財補償・修理費用補償・個人賠償・借家人賠償）をひとつのパッケー

ジにした賃貸住宅入居者向け総合保険 

・孤独死などによる汚損・遺品整理を合計最大 50 万円まで補償 

・ストーカー対策費用を最大 5 万円まで補償 

・ＷＥＢ申込は一律 500 円割引 

 

『家賃補償総合保険（大家さんの安心ぷらす）』 

＜商品の概要＞ 

賃貸経営の新たなリスクである孤独死による損害、また、災害などによる家賃損失も補償する賃

貸住宅オーナーさま向け総合保険 

・入居者が賃貸戸室で亡くなった場合、原状回復・遺品整理などの費用を合計 100 万円まで補償 

・入居者死亡による様々な損失に充当できる一時金を定額で補償 

・水災害等によって賃貸借契約等が終了した場合、最大家賃 3 ヶ月分まで損失を補償 

 

２． 保険募集の体制 

（１） 保険募集の方法 

当社は、スターツグループ各社並びに全国展開しているピタットハウスネットワーク株式会

社のフランチャイズ店、他不動産管理会社代理店を通して、賃貸住宅入居者さまに賃貸入

居者総合保険「住まいぷらす」、また賃貸住宅オーナーさまに賃貸補償総合保険「大家さん

の安心ぷらす」を販売しております。 

 

（２） 代理店登録および届出 

代理店が保険募集を行うためには、保険業法第 276 条に基づき、内閣総理大臣の登録を

受けることが必要です。 

また、保険取扱者が少額短期保険の募集をするためには、「少額短期保険募集人試験」に

合格し、内閣総理大臣へ届出をしなければなりません。 

当社は、前述の手続を完了した代理店を通して保険を販売しております。 

 

（３） 代理店の教育・管理・指導 

当社では保険募集人が適切な保険募集を行えるように、コンプライアンス・保険商品・事務処

理・お客さま対応などに関するマニュアルを作成し、代理店に対し事前教育を実施しておりま

す。また、代理店業務委託後においても保険募集に関わるコンプライアンスや商品知識、適

切な事務手続きなどについて E-Learning を実施するなど、教育を継続しております。そし

て、代理店監査や代理店登録・届出事項などの点検を通して代理店の管理・指導を行い、適

正な保険募集態勢の維持・管理に努めております。 
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（４） 勧誘方針 

当社では次のとおり勧誘方針を定めています。 

 

勧誘方針 

 

１． 当社は、お客さまの商品に関する知識・経験・財産の状況などにも十分配慮し、お

客さまのご意向に沿った商品の勧誘を行います。 

 

２． 当社は、商品の勧誘にあたっては、お客さまの立場に立って、時間、場所などにつ

いて十分配慮するよう努めてまいります。 

 

３． 当社は、商品の内容およびご契約に関する重要事項について、お客さまが正しく

ご理解いただけるように、「ご契約のしおり（リーフレット・重要事項説明書・普通保

険約款および特約集）」などの書面を交付のうえ、その内容をお客さまにわかりや

すくご説明したうえで、保険契約のお申込を取扱います。 

 

４． お客さまのプライバシーを保護し、お客さま情報について、適正な管理･利用と保

護に努めてまいります。 

 

５． 全役員・職員・代理店に対し、法令遵守研修などの計画的な研修を通し教育、管

理、指導を行い、適正な募集活動が確保されるよう努力してまいります。 

 

６． お問合せ窓口 

ご相談・お問合せにつきましては、下記の窓口で承ります。 

 

【お問合せ窓口】 

スターツ少額短期保険株式会社 お問合せダイヤル 

電話番号 ：03-6777-3104 

受付時間 ：平日 9:00 - 18：00 （土日・祝日・年末年始を除く） 

 

 

３． 再保険の状況 

再保険の方針 

 当社ではお引受する保険責任リスクを分散し、事業の安定性を確保するため保険責任 

の一部を再保険契約しています。 

 

 

保険種目：賃貸入居者総合保険 

再保険会社：ＡＩＧ損害保険株式会社／あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

出再割合：90%（地震火災費用は全額） 
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5.主要な業務に関する事項 

 

１． 直近の事業年度における業務の概要  

当会計年度における国内経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の緩和等によって

経済活動の正常化が進む一方で、ウクライナ情勢の長期化に伴う原材料価格の高騰や円安進行

による輸入価格の上昇、世界的な金融引き締め等、先行きは依然として不透明な状況が続いており

ます。 

このような環境の下、当社は、契約件数 76,371 件（前期比 111.4％）、保有件数 131,329 件とな

り、当事業年度の経常収益は 2,143,875 千円（前期比 110.7％）を計上いたしました。一方、経常費

用は、収入保険料の増加に伴い代理店手数料等販管費は増加しましたが、経常利益は 82,963 千

円（前期比 339.3%）、当期純利益は 61,103 千円(前期比 366.5%)と大きく伸び、また累損解消もするこ

とができました。主な指標は下表のとおりです。 

 

２． 直近の 3 事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

 

   

 
※従業員数については派遣社員を除く      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円) 
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３． 直近の 2 事業年度における業務の状況 

（１） 主要な業務の状況を示す指標など 

① 正味収入保険料     

  
(注）正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払再保険料を控除した金

額です。 

 

② 元受正味保険料     

  
(注）元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金およびその他返戻金を控除

した金額です。 

 

③ 支払再保険料      

  
(注）支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金およびその他再保険収入を控除し

た金額です。 

 

④ 保険引受利益        

  
(注）保険引受利益とは、経常利益から保険引受以外に係る収支を控除した金額です。 

 

⑤ 正味支払保険金      

  
(注）正味支払保険金とは、保険金などから出再契約の回収再保険金を控除した金額で

す。 

 

⑥ 元受正味保険金    

  
(注）元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から元受保険金戻入を控除した金額

です。 

 

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 67,109 74,191
そ の 他 16,575 16,844
合 　　計 83,685 91,036

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 969,582 1,077,748
そ の 他 16,575 16,844
合 　　計 986,158 1,094,592

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 875,960 973,830
そ の 他
合 　　計 875,960 973,830

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 17,973 80,090
そ の 他 6,480 2,872
合 　　計 24,454 82,963

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 13,019 11,025
そ の 他 2,078 5,002
合 　　計 15,097 16,027

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 130,190 110,254
そ の 他 2,078 5,002
合 　　計 132,269 115,256

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 
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⑦ 回収再保険金     

  
 

（２） 保険契約に関する指標など 

① 契約者配当金 

該当事項はありません。 

 

② 正味損害率および正味事業費率並びに正味合算率                  

  

(注 1）正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険金 

(注 2）正味事業費率＝正味事業費（事業費－再保険手数料）÷正味収入保険料 

(注 3）正味合算率＝正味損害率＋正味事業費率 

 

③ 再控除前の発生損害率および事業費率並びにその合算率            

  
 

④ 出再保険金                              

  
 

⑤ 支払再保険料の格付けごとの割合  

  
  (注）格付は S&P グローバル・レーティン・ジャパン株式会社を使用しております。 

 

⑥ 未収再保険金の額      

  
 

 

 

 

 

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 117,171 99,229
そ の 他
合 　　計 117,171 99,229

正味損害率 正味事業費率 正味合算率 正味損害率 正味事業費率 正味合算率
火　　災 19.4% -49.5% -30.1% 15.2% 27.1% 42.3%
そ の 他 12.5% 40.2% 52.7% 29.7% 39.5% 69.2%
合 　　計 18.0% -31.7% -13.7% 18.0% 29.4% 47.4%

項  　目
2021年度 2022年度

発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率
火　　災 13.8% 67.9% 81.7% 10.2% 70.9% 81.2%
そ の 他 12.5% 40.2% 52.7% 29.7% 39.5% 69.2%
合 　　計 13.8% 67.4% 81.2% 10.5% 70.5% 81.0%

項  　目
2021年度 2022年度

2021年度 2022年度
2社 2社

100% 100%出再先保険会社の内上位５社の割合
出再先保険会社の数

格付区分 2021年度 2022年度
A+ 100% 100%
A 0% 0%
A- 0% 0%

BBB 0% 0%
その他 0% 0%
合  計 100% 100%

項  　目 2021年度 2022年度
火　　災 22,067 33,392
そ の 他
合 　　計 22,067 33,392

(単位：千円) 

(単位：千円) 
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（３） 経理に関する指標など 

① 支払備金                                 

 
 

② 責任準備金                             

 
 

③ 利益準備金および任意積立金の区分ごとの残高 

当該事項はありません。 

 

④ 損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の変動 

 

 

（４） 資産運用に関する指標等 

① 資金運用の概況             

 
 

② 利息配当金収入の額および運用利回り        

 

 

 

 

 

金額 構成比 金額 構成比
火　　災 3,512 69.7% 8,099 67.4%
そ の 他 1,530 30.3% 3,916 32.6%
合 　　計 5,042 100.0% 12,015 100.0%

項  　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
火　　災 135,478 94.5% 93,258 91.0%
そ の 他 7,819 5.5% 9,183 9.0%
合 　　計 143,298 100.0% 102,442 100.0%

項  　目
2021年度 2022年度

損害率上昇のシナリオ 発生率が1％上昇すると仮定します。
計算方法 正味既経過保険料×1％

2021年度 2022年度
836 910

経常損失の増加

金額 構成比 金額 構成比
現預金 268,070 35.0% 305,244 34.8%

金銭信託 0 0.0% 0 0.0%
有価証券 0 0.0% 0 0.0%

運用資産計 0 0.0% 0 0.0%
総資産 766,713 100.0% 876,719 100.0%

項  　目
2021年度 2022年度

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 
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③ 保有有価証券の種類別の残高および合計に対する構成比 

当該事項はありません。 

 

④ 保有有価証券利回り 

当該事項はありません。 

 

⑤ 有価証券の種類別の残存期間別残高 

当該事項はありません。 

 

（５） 責任準備金の残高の内訳              

  
(注）構成比は普通責任準備金と異常危険準備金の合算値の比率を表示しています。 

 

 

  

普通責任準備金 異常危険準備金 構成比 普通責任準備金 異常危険準備金 構成比
火　　災 127,604 7,874 94.5% 82,974 10,284 91.0%
そ の 他 6,973 845 5.5% 7,838 1,345 9.0%
合 　　計 134,577 8,720 100.0% 90,812 11,629 100.0%

項  　目
2021年度 2022年度

(単位：千円) 
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6.運営に関する事項 

 

１． リスク管理態勢 

（１） リスク管理方針 

当社は、リスク管理を業務遂行上の最重要事項として位置づけ、次のとおりリスク管理方

針を定めています。 

 

1. 保険引受リスク 

 保険引受リスクとは、経済情勢や保険事故の発生率等が、保険料設定時の予測に反

して変動することにより保険会社が損失を被るリスクをいいます。 

当社では、将来にわたって安定的で健全な保険引受・保険金支払を行うために、適切

な再保険者との再保険取引によりリスクの分散を図ります。具体的には、「再保険規

程」に基づき、再保険会社の健全性、適正性、実績や格付けなどを評価したうえで信頼

性の高い再保険会社からの再保険カバーを入手しております。なお、主要な集積リスク

である地震災害リスク及び台風災害リスクの再保険スキームについても、それ以外のリ

スクと同様、上限額設定のない比例再保険方式を採用しております。 

さらに、責任準備金・支払備金の積立を適正に行うことで経営の安定化を図ります。こ

れらをコンプライアンス・リスク管理委員会で検証し取締役会に適宜報告します。 

 

2. 事務リスク 

事務リスクとは、役職員および少額短期保険募集人が正確な事務を怠る、あるい

は、事故・不正などを起こすことにより損失を被るリスクをいいます。 

当社では、あらゆる業務において事務処理上のミスや事故・不正などが発生する可

能性があることを認識し、これらの発生を防ぐ態勢を整えます。 

また、事務を外部委託する場合においても、社内と同様、適切に事務を遂行できる

態勢を整えます。 

 

3. システムリスク 

システムリスクとは、システムのダウンまたは誤作動などの不備、不正使用により損

失を被るリスクをいいます。 

当社は、機密性（アクセスを許されていない者から守ること）、完全性（正しい状態で

保持すること）、可用性（いつでも利用できるよう保持すること）を確保する態勢を整え

ます。 

また、当社の業務を外部委託する場合においても、社内と同様、適切に業務を遂行

できる態勢を整えます。 
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（２） リスク管理体制 

 当社は、各部がリスク管理部門として担当業務に関連するリスクを管理し、代表取締役が

委員長となり、経営管理本部が運営するコンプライアンス・リスク管理委員会が組織横断的

にリスクの総合的な管理を実施します。その体制図は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスクの総合的管理組織

リスクの管理部門

経営会議
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾘｽｸ

管理委員会

営業本部 経営管理本部

営業部 業務部 管理部

取締役会

代表取締役
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２． 法令遵守の体制 

（１） コンプライアンス方針 

当社は、コンプライアンスを会社経営上の最重要課題のひとつと位置づけ、次のとおりコンプ

ライアンス方針を定めています。 

1. 基本的な考え方 

① 当社は、事業活動のあらゆる場面でコンプライアンスを徹底し、企業倫理を確立し

ます。  

② コンプライアンスとは、「当社の事業活動に関連するすべての法令、主務官庁が定

める監督指針・ガイドラインなど、また会社が定める社内規程（以下これを「法令

等」という。）を遵守し、社会の期待と要請に応えるため誠実かつ公平・公正な活動

を実践すること」とします。  

 

2. コンプライアンス態勢の整備 

① コンプライアンスに関する重要事項が、経営陣に適切に報告される態勢を整備し

ます。 

② コンプライアンスに関する事項を一元的に管理し、コンプライアンスを推進する部

門を定め、必要な権限を付与するとともに、コンプライアンス実施状況のモニタリン

グと重要事項の協議・調整を行うコンプライアンス・リスク管理委員会を設置しま

す。 

③ 当社の役職員がコンプライアンス上問題となる行為を発見した場合の報告・相談

体制を整備します。 

 

3. コンプライアンス推進活動の実施 

① コンプライアンス実践の具体的手引書としてコンプライアンス・マニュアルを策定

し、周知徹底します。 

② コンプライアンス・プログラムを具体的な実践計画として策定し、実施します。 

③ コンプライアンスを徹底するための研修や点検を行います。 

④ コンプライアンス上問題となる行為については、速やかに是正すると共に、原因分

析し再発を防止します。 

 

（２） コンプライアンス体制 

当社では各部が所管業務におけるコンプライアンスの徹底などを行い、経営管理本部が全体

的なコンプライアンスの推進および徹底を行い、代表取締役が委員長となり、経営管理本部が

運営するコンプライアンス・リスク管理委員会がコンプライアンス態勢のモニタリングおよびコン

プライアンスに係る重要事項の協議・調整などを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管業務のコンプライアンス徹底

経営会議
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾘｽｸ

管理委員会
モニタリングおよび重要事項の協議・調整

営業本部 経営管理本部

営業部 業務部 管理部

取締役会

代表取締役
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３． 反社会的勢力対応 

 

当社は、次のとおり反社会的勢力に対する基本方針を定めています。 

 

反社会的勢力に対する方針 

 

当社は、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団または個人

（いわゆる反社会的勢力）による被害を防止するために次の基本方針を宣言します。 

   

1. 反社会的勢力との関係を一切持ちません。 

2. 反社会的勢力による被害を防止するために、警察・暴力団追放運動推進センター・弁

護士などの外部専門機関と連携し、組織的かつ適正に対応をします。  

3. 反社会的勢力による不当要求には一切応じず、毅然とした法的対応を行います。 

4. 反社会的勢力への資金提供や裏取引を行いません。  

5. 反社会的勢力の不当要求に対する役職員の安全を確保します。 

 

 

４． 指定紛争解決機関 

 当社は、お客さまからお申し出いただいた苦情などにつきましては、解決に向けて真摯な対応

に努める所存でございます。 

 なお、お客さまの必要に応じ、当社または一般社団法人日本少額短期保険協会が運営する

「少額短期ほけん相談室」（指定紛争解決機関）を苦情などの窓口としてご利用いただくことがで

きます。連絡先は以下のとおりとなります。 

 

○ スターツ少額短期保険株式会社 経営管理本部受付窓口 

電話番号：03-6777-3104 

受付時間：平日 9:00〜18:00（土日・祝日・年末年始を除く） 

  

○ 一般社団法人 日本少額短期保険協会 少額短期ほけん相談室（指定紛争解決機関） 

 受付窓口電話番号：0120-82-1144 FAX 03-3297-0755     

 受付時間：平日 9:00～12:00、13:00～17:00（土日・祝日・年末年始を除く）     
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５． 個人情報の取扱い 

当社は、「お客さまからの信頼をあらゆる事業活動の原点とします。」という理念のもと、個人

情報取扱事業者として、「個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」といいま

す。）」、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用などに関する法律（以

下「マイナンバー法」といいます。）」その他の法令、金融分野における個人情報保護に関するガ

イドラインその他のガイドライン、一般社団法人日本少額短期保険協会の「個人情報保護指針」

およびスターツグループプライバシーポリシーを遵守して、以下のとおり個人情報並びに特定個

人情報など（個人番号および特定個人情報）を適正に取扱うとともに、安全管理について適切な

措置を講じます。  

また、当社は、お預りしている個人情報および特定個人情報などが業務上適切に取扱われるよ

う、当社代理店および当社業務に従事している者などへの指導および教育の徹底に努めます。  

 なお、以下に記載の内容についても適宜見直しを行い、改善に努めていきます。 

 

＊本プライバシーポリシーにおける「個人情報」および「個人データ」とは、特定個人情報等を 

 除くものをいいます。 

 

 

（１） 個人情報の取得 

当社は、業務上必要な範囲内でかつ、適法で公正な手段により個人情報を取得します。な

お、特定個人情報等につきましては下記（８）をご覧ください。 

 

（２） 当社は、取得した個人情報を次の業務並びに下記（５）、（６）に掲げる目的に必要な範囲内で

利用し、当該利用目的以外には利用しません。 

① 保険契約の適正な引受、維持管理、更新、保険金の支払い    

② 委託先（代理店を含む）のサービスの案内・提供    

③ 当社業務・商品・サービスに関する情報提供、運営管理および商品・サービスの充実 

④ 当社が有する債権の回収    

⑤ 再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求    

⑥ スターツグループ全社・提携先企業などが取り扱う生命保険、コンサルティングなどの商

品・サービスの案内    

⑦ 各種イベント・キャンペーン・セミナーの案内、各種情報の提供 

⑧ 当社または当社代理店が提供する商品・サービスなどに関するアンケートの実施 

⑨ 市場調査並びにデータ分析やアンケートの実施などによる新たな商品・サービスの開発 

⑩ 当社社員の採用、販売基盤（代理店など）の新設・維持管理    

⑪ 他の事業者から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合などにおい

て、委託された当該業務  

⑫ お問合せ･依頼などへの対応    

⑬ その他上記目的に関連・付随する業務並びにお客さまとのお取引および当社の業務運営

を適切かつ円滑に履行するために行う業務 
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（３） 個人情報および個人データの第三者への提供 

当社は、次の場合を除き、個人情報および個人データを第三者に提供しません。 

① あらかじめ、ご本人が同意されている場合 

② 法令に基づく場合 

③ 利用目的の達成に必要な範囲内において、業務を外部（代理店を含む）へ委託する場合 

④ 再保険の手続きをする場合 

⑤ 当社のグループ全社・提携先企業との間で共同利用を行う場合（下記「５．グループ会社・

提携先企業との 共同利用について」をご覧ください。）   

⑥ 少額短期保険協会などとの間で共同利用を行う場合（下記「（６）支払時情報交換制度」を

ご覧ください。）     

 

（４） 個人データおよび特定個人情報等の取扱いの委託 

当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データおよび特定個人情報などの取

扱いを外部に委託することがあります。当社が外部に個人データおよび特定個人情報等の取

扱いを委託する場合には、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確

認するなど委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。 

① 保険契約の募集に関わる業務  

② 損害調査に関わる業務  

③ 情報システムの保守および運用に関わる業務 

④ 支払調書などの作成および提出に関わる業務 

 

（５） グループ会社・提携先企業との共同利用 

前記（２）に記載した利用目的および持株会社による子会社の経営管理のために当社はスタ

ーツグループ会社・提携先企業との間で、以下のとおり個人データを共同利用します。なお、特

定個人情報などにつきましては共同利用を行いません。 

① 個人データの項目： 

住所、氏名、電話番号、電子メールアドレス、性別、生年月日、その他申込書などに記載さ

れた契約内容および事故状況、保険金支払状況など 

② 個人データ管理責任者： 

スターツ少額短期保険株式会社 

※ 当社のグループ会社・提携先企業については、下記のとおりです。 

○グループ会社：ホームページアドレス 

（http://www.starts.co.jp/corp/privacy/） 

○提携先企業：個人データを当社が提供している提携先企業はございません。 
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（６） 支払時情報交換制度 

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会、少額短期保険業者および、特定の損害保

険会社とともに保険金などのお支払いまたは、保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断

の参考とすることを目的として、保険契約に関する所定の情報を相互照会しております。 

なお、特定個人情報などにつきましては情報交換制度などの対象外です。 

 

（７） センシティブ情報の取扱い 

お客さまの本籍地・健康状態などのセンシティブ情報につきましては、「保険業法施行規則第

211 条の 33 で準用する保険業法施行規則第 53 条の 10」および「金融分野における個人情報

保護に関するガイドライン第 6 条」により、お客様の同意に基づき業務遂行上必要な範囲で利

用するなど業務の適切な運営の確保その他必要と認められる場合に利用目的が限定されてい

ます。 

 当社は、これらの利用目的以外には、センシティブ情報を取得、利用または第三者に提供し

ません。 

 

（８） 特定個人情報等の取扱い 

特定個人情報などは、マイナンバー法により利用目的が限定されており、当社は、その目的

を超えて取得・利用しません。マイナンバー法で認められている場合を除き、特定個人情報等

を第三者に提供しません。 

 

（９） 個人データおよび特定個人情報などの管理 

当社では、個人データおよび特定個人情報等の漏えい、滅失またはき損の防止その他の個

人データおよび特定個人情報等の安全管理のために、取扱規程などの整備、アクセス管理、

持ち出し制限、外部からの不正アクセス防止のための措置、その他の安全管理措置に関わる

実施体制の整備など、十分なセキュリティ対策を講じるとともに、利用目的の達成に必要とされ

る正確性および最新性の確保に努めています。 

 

（１０） 個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情報などに関する事項の通知、開

示、訂正・利用停止など 

個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情報などに関する事項の通知、開

示･訂正･利用停止などに関するご請求（以下、「開示等請求」といいます。）については、下記

「（１１）お問合せ窓口」にご請求ください。 

ご請求者がご本人であることをご確認させていただくとともに、当社所定の書式にご記入いた

だいたうえで手続を行い、後日、原則として書面で回答します。 

利用目的の通知請求および開示請求については、当社所定の手数料をいただきます。開示

等請求の詳細については、下記をご覧ください。 

 

ホームページアドレス (https://www.suma-pula-ssi.co.jp/ ) 
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（１１） お問合せ窓口 

当社は、個人情報および特定個人情報等の取扱いに関する苦情およびご相談に対し適切か

つ迅速に対応します。 

  当社の個人情報および特定個人情報等の取扱い並びに個人データおよび特定個人情報等

の安全管理措置に関するご照会、ご相談は、下記までお問合せください。 

 

【お問合せ窓口】 

○スターツ少額短期保険株式会社 経営管理本部受付窓口 

電話番号：03-6777-3104 

受付時間：平日 9:00〜18:00（土日・祝日・年末年始を除く） 
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６． お客さま本位の業務運営に関する方針 

当社は、「住まい」に関わるプロフェッショナル集団の一員としてお客さまに安心と満足を提供するた

め、お客さま目線での保険サービスを提供してまいります。また、当社および当社の代理店等に対する

様々なお客さまの声を収集し、より良いお客さまサービスを追求してまいります。 

１．お客さまの最善の利益の追求 

当社は、社員一人一人が、その時代や社会環境に応じ、日々何がお客さまに対してベストなサー

ビスかを考えて行動します。また、お客さまから頂戴した貴重なご意見に真摯に向き合い、新たな商

品やサービスだけでなく、事務手続きや社内態勢等の見直しを含めた当社全体のあり方について

常に改善を図ってまいります。 

２．お客さまの利益を不当に損なわない適切な管理 

当社は、「利益相反管理方針」を定め、当社が行う取引に関し、お客さまの利益が不当に損なわ

れることがないよう、利益相反となる取引について、適切な管理に取り組みます。 

３. 重要な情報の分かりやすい提供 

当社は、契約概要・注意喚起情報その他のお客さまにとっての重要な事項を、パンフレット等によ

り分かりやすくお伝えします。また、実際にお客さまと対面で接する代理店にとっても、説明しやす

く、わかりやすい情報の提供を心掛けてまいります。当社ホームページにおいても、当社の取り扱う

商品等について、お客さまにとってできるだけ分かりやすくご理解していただけるよう、常にその改

善を図ってまいります。 

４．お客さまにふさわしいサービスの提供 

当社は、お客さまが 24 時間 365 日アクセスでき、いつでも簡単にご自身の意向に沿ったご契約

プランを選択し、保険料のお支払い（決済）までを完了できる商品を販売しております。当社は、お

客さまと接する代理店からの声も踏まえながら、今後ともお客さまのニーズに合った商品・サービス

の開発および提供に努めてまいります。さらに、保険金のお支払いが保険事業を営む上での基本

的かつ最も重要な機能の一つであることを強く認識し、適正かつ迅速な保険金のお支払いを行って

まいります。 

５．従業員に対する適切な動機づけ等の枠組み 

当社は、全役職員および代理店が常にお客さまに対し誠実・親切・丁寧な対応を実践し、お客さ

まや社会に貢献することが最大の使命であることを認識し、継続的な社員研修や代理店教育など

に取り組んでまいります。 

補足）当社は金融庁『顧客本位の業務運営に関する原則』（以下、原則）を採択し、『お客さま本位の業務運営に関する方針』（以

下、本方針）として本方針を公表しておりますが、原則と本方針の関係は以下のとおりとなります。 

 

 

 

※１ 金融庁原則には、各原則に付されている（注）を含みます。 ※2.原則 4、原則 5(注 2・4）及び原則 6（注 1〜4）は、当社

の取引形態上、または投資リスクのある金融商品・サービスの取扱いがないため、本方針は対象外としております。 ※3.原則の

詳細は、金融庁ホームページにてご確認ください。 

原則※1※2※3 対応する当社の本方針

原則2 方針1.2.3.4

原則3 方針2

原則4 対象外

原則5 方針1.3.4

原則6 方針1.4

原則7 方針5



  
22 

7.直近の 2事業年度における採算の状況に関する事項 
 

１． 計算書類等 

（1）貸借対照表                  

 

 

    

 

2021年度 2022年度
2022年3月31日現在 2023年3月31日現在

現金及び預貯金 268,070 305,244
預貯金 268,070 305,244

有形固定資産 1,650 2,601
建物 1,449 2,480
工具器具備品 201 120

無形固定資産 30,348 41,682
ソフトウエア 30,348 41,682

再保険貸 255,830 287,998
その他資産 195,594 222,546

代理店貸 3,178 5,120
未収保険料 158,031 174,254
前払費用 31,286 38,121
仮払金 383 155
その他の資産 2,714 4,895

繰延税金資産 2,217 2,610
供託金 13,000 14,000

766,713 876,719

（資産の部）

資産の部　合計

科目

(単位：千円) 

(単位：千円) 
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（注）  1. 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。 

2. 無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアに 

  ついては社内における利用可能期間（5 年以内）にもとづく定額法によっています。 

3. 有形固定資産の減価償却累計額は、2,189 千円であります。 

4. 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

5. 金融商品に関する注記 

① 金融商品の状況に関する事項 

当社の資金運用については預貯金または、国債に限定しております。 

② 金融商品の時価等に関する事項 

 2023 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの

差額については下記のとおりであります。 

 

  

（注）金融商品の時価の算定方法 

当社が保有する金融商品のうち重要性のあるものは上記表のとおりでありますが、これ

らは短期間で決済されるため、時価は帳簿額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によ

っております。 

6. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

金銭債権 ・・・・・・・・    5,140 千円 

金銭債務 ・・・・・・・・  45,659 千円 

   7. 当期末における責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

      

     普通責任準備金-イ      90,812 千円 

   異常危険準備金-ロ   11,629 千円   

   計（イ+ロ）        102,442 千円 

 8. 1 株あたりの純資産額は 53,580 円 39 銭であります 

 9. 金額は記載単位未満切り捨てて表示しております。 

  

貸借対照表 時価 差額
（1）現金及び預貯金 305,244 305,244 0
（2）再保険貸 287,998 287,998 0
（3）未収金 35 35 0
（4）未収保険料 174,254 174,254 0
（5）供託金 14,000 14,000 0
（6）代理店借 68,293 68,293 0
（7）再保険借 329,433 329,433 0
（8）未払費用 1,369 1,369 0
（9）前受収益 1,610 1,610 0
（10）預り金 494 494 0

(単位：千円) 
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 （2）損益計算書                  

   

（注）1. 関係会社との取引による費用総額は 288,312 千円であります。 

2. （1）正味収入保険料は 91,036 千円であります。 

   （2）正味支払保険金は 16,027 千円であります。 

     （3）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前）  84,908 千円 

同上にかかる出再支払備金繰入額  77,935 千円 

差引 6,972 千円 

計  6,972 千円 

 

 （4）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

     普通責任準備金-イ             △43,765 千円 

   異常危険準備金-ロ          2,909 千円   

   計（イ+ロ）            △40,855 千円 

 

 3.  1 株あたりの当期純利益は 15,275 円 79 銭であります。 

2021年度 2022年度
2022年3月31日現在 2023年3月31日現在

経常収益 1,937,408 2,143,875
保険料等収入 1,936,755 2,143,072

保険料 1,069,480 1,180,619
再保険料 866,384 921,597

回収再保険料 117,171 99,229
再保険手数料 673,459 744,466
再保険返戻金 75,183 77,422
その他再保険収入 570 479

支払備金戻入額 890
責任準備金戻入額 40,855

資産運用収益
利息及び配当金等収入

その他経常収益 653 803
経常費用 1,912,953 2,060,912

保険金等支払金 1,193,818 1,282,741
保険金等 132,269 115,256
解約返戻金等 109,834 115,752
再保険料 951,713 1,051,732

責任準備金等繰入額 72,233 6,972
支払備金繰入額 6,972
責任準備金繰入額 72,233

事業費 646,902 771,198
営業費及び一般管理費 631,293 756,153
税金 2,108 2,163
減価償却費 13,500 12,881

経常利益（△経常損失） 24,454 82,963
税引前当期純利益（△税引前当期純損失） 24,454 82,963
法人税及び住民税 7,846 22,252
法人税等調整額 △62 △392
当期純利益（△当期純損失） 16,670 61,103

科目

(単位：千円) 
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4.関係当事者との取引 

 （1）親会社                     

  

 

 （2）兄弟会社等                                     

  

※事務所家賃は、市場相場を勘案し、交渉のうえ決定しております。 

※業務委託料・帳票印刷等の取引条件は市場実勢を勘案し、交渉のうえ決定しております。 

 

5.金銭は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

  

16,186

事務所家賃・

水道光熱費・
手数料等

5,821 未払金 490

代理店（借）

スターツ証券株式会
社

直接100%
親会社の
子会社

役員の兼務

保険代理店
手数料

126,097

科目 期末残高

親会社

スターツコーポレーション
株式会社

間接100%
親会社の

役員の兼務

法定福利費・
福利厚生費

負担費用
10,758 未払金 1,164

属性 会社の名称
議決権等

の
所有割合

関連当事
者との関

係
取引内容 取引金額

2,779スターツ出版株式会社 -
当社制作物

作成
帳票印刷等 4,711 未払金

502

株式会社ウィーブ -
当社システ

ム
開発

システム関連

業務委託料 1,222 未払金 565

スターツ九州株式会社 -
当社

商品販売
保険代理店

手数料
3,451

代理店
（借）

885

スターツ東北株式会社 -
当社

商品販売
保険代理店

手数料 3,370
代理店
（借）

554

スターツ北海道株式会社 -
当社

商品販売
保険代理店

手数料 4,894
代理店
（借）

代理店
（借）

2,114

1,258

スターツ東海株式会社 -
当社

商品販売
保険代理店

手数料 8,246
代理店
（借）

1,437

スターツ関西株式会社 -
当社

商品販売
保険代理店

手数料
8,933

代理店
（借）

スターツコーポレートサービ
ス株式会社 -

当社
商品販売

保険代理店

手数料 5,929

取引金額 科目 期末残高

親会社の
子会社

スターツピタットハウス
株式会社

-
当社

商品販売
保険代理店

手数料 101,246
代理店
（借）

属性 会社等の名称
議決権等

の
所有割合

関連当事
者との関

係
取引内容

14,764

(単位：千円) 

(単位：千円) 
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（3）キャッシュフロー計算書                     

  

 キャッシュフロー計算書に関する注記事項 

 1. 現金および同等物の範囲  

貸借対照表の「預貯金」勘定   305,244 千円 

現金および現金同等物 305,204 千円 
 

 2. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

（4）株主資本等変動計算書 

 自 2021 年 4 月 1 日  至 2022 年 3 月 31 日           

  

自 2022 年 4 月 1 日  至 2023 年 3 月 31 日         

   
 （注）当事業年度末における発行済み株式数   普通株式 4,000 株 

税引前当期純利益（△は損失）

減価償却費

責任準備金等の増加額（△は減少）

利息および配当金収入

その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加）

再保険借の増加額（△は減少）

代理店借の増加額（△は減少）

その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少）

供託金の増減額（△は増加額）

小計

利息および配当金の受取額　その他

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュフロー

有形・無形固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュフロー

株式の発行による収入

財務活動によるキャッシュフロー

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物期末残高

現金及び現金同等物期首残高

71,343 △ 33,882

科目

2021年度 2022年度
2021年4月1日から 2022年4月1日から

2022年3月31日まで 2023年3月31日まで

営業活動によるキャッシュフロー

24,454 82,963

13,500 12,881

0

10,199 △ 59,486

△ 42,228 27,866

9,401 10,007

△ 2,313 28,458

△ 1,000 △ 1,000

△ 9,437 △ 25,227

83,356 67,808

△ 652

△ 7,082 △ 5,406

75,622 62,401

投資活動によるキャッシュフロー

△ 9,437 △ 25,227

268,070 305,244

201,885 268,070

財務活動によるキャッシュフロー

66,185 37,173

資本準備金 資本剰余金合計 繰越利益剰余金 利益剰余金合計

当期首残高 200,000 △63,452 △63,452 136,547 136,547

当期変動額

当期純利益
（△当期純損益）

16,670 16,670 16,670 16,670

当期変動額合計 16,670 16,670 16,670 16,670

当期末残高 200,000 △46,781 △46,781 153,218 153,218

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計 繰越利益剰余金 利益剰余金合計

当期首残高 200,000 △46,781 △46,781 153,218 153,218

当期変動額

当期純利益
（△当期純損益）

61,103 61,103 61,103 61,103

当期変動額合計 61,103 61,103 61,103 61,103

当期末残高 200,000 14,321 14,321 214,321 214,321

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合計

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 



 

 
27 

 ２.保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率（SM 比率）     

 

 

  

３．取得価額または契約価額、時価および評価損益 

    （1）有価証券 

   当該事項はありません。 

  （2）金銭信託 

   当該事項はありません。 

４．計算書類の会計監査人の監査 

  当該事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

2021年度 2022年度

（1）ソルベンシー・マージン総額 161,937 231,195

①純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の金額） 153,218 214,322

②価額変動準備金

③異常危険準備金 8,719 11,630

④一般貸倒引当金

⑤その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％）

⑥土地の含み損益（85％又は100％）

⑦契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧将来利益

⑨税効果相当額 5,243

⑩負債性資本調達手段等

告示（第14号）第2条第3項第5号イに掲げるもの（⑩（a））

告示（第14号）第2条第3項第5号ロに掲げるもの（⑩（b））

（2）リスクの合計額 38,520 43,943

保険リスク相当額 25,951 31,530

R1一般保険リスク相当額 6,483 8,937

R4巨大災害リスク相当額 19,468 22,593

R2資産運用リスク相当額 16,552 18,288

価額変動等リスク相当額

信用リスク相当額 2,680 3,052

子会社等リスク相当額

再保険リスク相当額 11,313 12,355

再保険回収リスク相当額 2,558 2,880

R3経営管理リスク相当額 1,275 996

（3）ソルベンシー・マージン比率（1）/｛（1/2）×（2）｝ 840.8% 1052.2%

科目

(単位：千円) 
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